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全史料協この一年

全史料協のこの一年は、昨年度の大会サブ

テーマ「史料保存のネットワークJそのとお

りに、史料保存や文書館運動のひろがりとつ

ながりを感じさせられる年でした。

まず、一年を通じての大きな活動として、

文書館専門職員養成制度の検討及びその実現

に向けての請願・要望活動があげられます。

一昨年の徳島大会を機に発足した専門職問題

特別委員会では、アンケートや関西・関東地

区で開催した地区フォーラムを通して得た多

くの意見をもとに、貴重な報告書『アーキビ

スト養成制度の実現に向けて一専門職問題特

別委員会報告書一』を作成しました。その検

討経過・提言内容は愛知大会で高野修委員長

より報告され、また、報告書は会員をはじめ

ひろく関係方面に配布させていただきました

ので、すでにご承知のことと思います。

一方、昨年度からの課題事業である「公文

書館法細則制定等の促進活動Jの検討のなか

でも、同法附則で設置義務が留保されている

専門職員の養成制度はとくに緊要な問題であ

るとの認識から、その確立を求める請願・要

望活動を展開しました。参与、会長、佐久間

副会長、運営委員国内問題担当、事務局によ

り数度にわたる会議がもたれ、請願書・要望

書の文案を作成、役員会の承認を経て愛知大

会総会に提案されました。総会では多くの御

意見をいただき、字句等の再検討のうえで実

施することが承認されました。これを受け、

若干の字句修正ののち、請願書は 3月10日

(水)に衆議院・参議院各議長宛に提出されま

した(この請願については、残念ながら本稿

執筆時点でいまだ国会での委員会審議がなさ

れておらず、その結果についてここで報告が

できません。改めて 『会報』等でお知らせし

たいと思います)。また、要望書は 3月17日

(水)、内閣総理大臣、文部大臣、自治大臣の

三者に提出しました。また、その写を国立公

文書館、国文学研究資料館史料館、日本学術

会議、日本歴史学協会等に送付し、理解と協

力をお願いしました。

この活動のなかで、請願に際しては全国的

な規模での署名活動を行いましたが、会員の

みならず、地方史研究協議会、企業史料協議

会、各都道府県文書担当課等の多くの関係団

体・関係者のご協力をいただきました。衆参

両院議長宛それぞれ9，000人を越える署名数

は、当初予想していた数を大きくこえるもの

であり、この運動のひろがりと、それを各地

で進めている人々の熱意ある支持を感じまし

た。

また、請願書・要望書の提出に際しては、

愛知大会で新たに顧問をお引き受けいただき

ました岩上妙子氏に格別のご尽力をいただき

ました。石原官房副長官、森山文部大臣をは

じめ、お会いした議員のどなたもが公文書館

法を承知されており、今回の請願・要望に御

理解をしめされました。公文書館法制定以前

の状況とは大きく異なってきている、と長年

にわたり法制定に尽力してこられた吉本参与、

佐久間副会長が語っていたのが印象的でした。

参議院議員の 1人からは、逆に司法資料の保



存に尽力されたい旨の話があったほどでした。

この司法資料の保存については、大会で竹

津哲夫氏より報告がありましたので、 くわし

い状況については、 『大会要項』、『会報』等を

ご覧いただければと思いますが、その後、 全

史料協会員、弁護士、法学・歴史研究者等に

より「司法資料の保存を考える会Jが設立さ

れ、活動を展開しています。これも、史料保

存利用機関に勤める者だけでなく、ひろく史

料にかかわり、その保存の必要性を痛感して

いる人々のつながりであり、 大会テーマのひ

とつの成果といえるかと思います。吉川卓治

氏による大学史資料についての報告も、大学

問の連携を促す契機となったと聞いておりま

す。 浜野一重氏が報告された市町村のネ ット

ワークである埼史協の事例も含め、さまざま

な分野の史料に目を向げ、さらにその保存の

ためのネットワークを考えるきっかけとなる

大会であったかと思います。

司法資料、大学史資料の他、企業における

史料保存の活動と連携を持ったこと も、この

一年の活動として取り上げられます。企業史

料の保存や企業史の編纂に関する企業の諸部

局及び研究機関・図書館・博物館等により構

成されている企業史料協議会と合同研究会を

1月に東京で開催しました。 両団体の活動の

報告等をとおして、 それぞれの団体がすすめ

てきた活動を確認するとともに、今後の史料

保存をより広い視野から展開でき るよう互い

に協力がよびかけられました。

この合同研究会では、中国国家桔案局の李

向呈氏からも、特別講演として中国柏案界の

現状を報告いただきま した。 李氏は国際交流

基金の文化遺産専門家等招聴事業により、 6

か月にわたって日本に滞在し、各地の文書館

等とも交流を重ねられました。 また、1991年

(平成 3年)に来日されたICA事務総長ケス

ケメ ティ博士の来日記念報告書も刊行いたし

ました。このよ うに、国際的な史料保存・ 文

書館活動のネットワークにおいても、この一

年は重要な年であったといえます。すなわち、

4年に 1度のICA(国際文書館評議会)大会が

全史料協この一年 '3'

カナダ・モ ントリオールで聞かれ、 Bカテゴ

リー(全国的アーキビスト団体)会員である

全史料協は高野修理事が代表として総会に出

席したほか、多く の参加者がありました。ま

た、この大会で東アジア地域支部を4年後の

北京大会を機に設立することが承認されま し

た。李氏が所属している中国国家柏案局がそ

の準備の中心となりますが、日本では国立公

文書館とともに全史料協の協力も期待されて

います。 7月には北京で第 l回の準備会議が

開催され、本会からは高橋実 ・小川千代子両

運営委員が役員会の委任を受けて参加する予

定です。

このよ うな史料保存のための連携は、 会の

外に向かつて拡がっていくだけではありませ

ん。会の組織内においても大き な画期となる

年であったといえます。近畿部会の設立がそ

れです。長いあいだ関東部会が唯一の地域別

協議会と して孤軍奮闘してきたわけですが、

ようやく 仲間ができたわけです。詳細は 「近

畿部会この一年jに譲りますが、 その設立に

至るまでの多くの方々の御努力に敬意を表し

たい と思います。また、会員数も着実に増加

しており、そのなかから昨年は新潟県立文書

館が開館しました。今年は神奈川県立公文書

館、和歌山県立文書館、秋田県立公文書館等

が開館するなど、地域の拠点となる文書館の

開設も続いています。

このよう に振り返ってみますと、実に多く

の出来事のあった年であり、史料保存・ 文書

館運動のひろがりとその深化にわずかながら

も寄与できたかと思います。それができま し

たのも、会員の皆様や関係の方々の御協力が

あったればこそと感謝いたす次第です。

しかしながら、史料保存利用活動の進展、

文書館制度の拡充はこれからであり、そのた

めには、一層の努力が必要とされます。 今後

とも御協力の程、よ ろしくお願い申し上げま

す。

事務局・太田富康
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6. 8 国内問題担当者会議 1.11 第 1回全史料協・企業史料協議会

6.13 第41回運営委員会 合同研究会

6.20、21 専門職問題特別委員会 1.14 第47回運営委員会

第 2回研究会 1.16 編集委員会

7.10 第42回運営委員会 1. 25 会報第26号刊行

7.27 圏内問題担当者会議 2.13 第48回運営委員会

8.22 第43回運営委員会 編集委員会

8.31 『記録と史料』第3号刊行 3. 4 第49回運営委員会

9. 5~14 ICA大会 編集委員会

9.21 会報第25号刊行 平成4年度第3回役員会

10. 2 第44回運営委員会 3.10 文書館専門職員養成制度の確立に

10. 3、4 専門職問題特別委員会 関する請願書提出

第 3回研究会 3.17 文書館専門職員養成制度の確立に

10.20 専門職問題特別委員会報告書刊行 関する要望書提出

11. 7 第45回運営委員会 3.25 会報第27号刊行

11.11 平成4年度第 2回役員会 4.17 第50回運営委員会

第 3回全国大会研修会 5. 6 第51回運営委員会

『ケスケメティ博士来日記念報告 5.19 平成5年度第 1回役員会

書』刊行 5.20 近畿部会結成総会

11.12、13 第四回全国大会 6.12 第52回運営委員会

12. 1 国内問題担当者会議

12. 5 第46回運営委員会




